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※１ 「戦略重点」欄には、戦略重点科学技術に該当する施策には「○」、施策の一部が該当する場合には「一部○」を記載している 

※２ 新規施策については、SABC の４段階で評価しており、定義は次のとおり。 

  Ｓ：特に重要で、内容的にも極めて優れたものであり、イノベーション創出の観点から特段のスピード感 をもって展開するなど、特に重点的に資源を 

配分することで、積極的に実施すべきもの。 

  Ａ：重要で、内容的にも優れた施策であり、重点的に資源を配分することで、着実に実施すべきもの。 

  Ｂ：必要な施策であり、限られた資源を有効に活用して、効果的・効率的に実施すべきもの。 

  Ｃ：必要な施策ではあるが、目標設定、ロードマップ、実施方法等の一部を見直して実施すべきもの 

或いは、資源投入の優先度が低く、実施すべきではないもの。 

※３ 「所管」欄には、独立行政法人、大学共同利用機関法人の運営費交付金等による事業の場合、当該法人の略称を記載している 

（法人の略称一覧） 

ＯＩＳＴ  独立行政法人沖縄科学技術研究基盤整備機構 

ＮＩＣＴ  独立行政法人情報通信研究機構 

ＮＩＭＳ  独立行政法人物質・材料研究機構 

理研  独立行政法人理化学研究所 

防災科研 独立行政法人防災科学技術研究所 

放医研  独立行政法人放射線医学総合研究所 

ＪＡＸＡ  独立行政法人宇宙航空研究開発機構 

ＪＡＭＳＴＥＣ 独立行政法人海洋研究開発機構 

ＪＡＥＡ  独立行政法人日本原子力研究開発機構 

ＪＳＴ  独立行政法人科学技術振興機構 

ＪＳＰＳ  独立行政法人日本学術振興会 

ＮＩＮＳ  大学共同利用機関法人自然科学研究機構 

ＫＥＫ  大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構 

ＮＩＢＩＯ  独立行政法人医薬基盤研究所 

ＮＡＲＯ  独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構 

ＮＥＤＯ  独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

ＩＰＡ  独立行政法人情報処理推進機構 

ＪＯＧＭＥＣ 独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構 

中小機構 独立行政法人中小企業基盤整備機構 

ＥＮＲＩ  独立行政法人電子航法研究所 

ＰＷＲＩ  独立行政法人 土木研究所 

ＮＩＥＳ  独立行政法人国立環境研究所 

※４ 金額は、科学技術関係予算分を計上しており、単位は[百万円] 
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平成２０年度概算要求における科学技術関係施策の優先度判定等の考え方 
 

 
 平成２０年度概算要求における科学技術関係施策の優先度判定等については、「平成２０年度の科学技術に関する予算等の資源配分

の方針」（平成１９年６月１４日付総合科学技術会議）及びこれに基づく「平成２０年度科学技術関係予算への資源配分方針の適用に

ついての基本的考え方」（平成１９年７月２６日付科学技術政策担当大臣及び総合科学技術会議有識者議員）に基づき、下記のとおり

取り扱うものとした。 

 
記  

 
１．優先度判定について  

新規施策については、優先度判定を実施した。優先度判定に当たっては、資源配分方針に基づく政策誘導を強化するという観点か

ら、昨年度まで実施していた優先順位付けの基準を改め、以下のようにＢを基本としたＳ，Ａ，Ｂ，Ｃの４段階にて判定した。  
 

Ｓ：特に重要で、内容的にも極めて優れたものであり、イノベーション創出の観点から特段のスピード感  
をもって展開するなど、特に重点的に資源を配分することで、積極的に実施すべきもの。 

Ａ：重要で、内容的にも優れた施策であり、重点的に資源を配分することで、着実に実施すべきもの。 
Ｂ：必要な施策であり、限られた資源を有効に活用して、効果的・効率的に実施すべきもの。 
Ｃ：必要な施策ではあるが、目標設定、ロードマップ、実施方法等の一部を見直して実施すべきもの 

或いは、資源投入の優先度が低く、実施すべきではないもの。 
 

Ｓ判定は、資源配分方針に基づき、真に推進が必要な戦略的な施策に厳選されたものであり、要求額に十分配慮した重点的な予算

配分を実施すべきものを意味する。また、Ｂ判定は、精査した上で、その実施のための予算措置を図るべきものを意味する。  
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２．改善・見直し指摘について  
  継続施策については、既に評価を行っていることから、改めて優先度判定を行うことをせず、着実又は効率的に実施していくこと

を基本とした。  
  その上で、社会状況の変化等を踏まえて、既存の実施計画に比して、「加速すべき施策」、「減速すべき施策」を明示した改善・

見直し指摘を実施した。  
 したがって、特に「加速すべき施策」に関しては、既存の実施計画の前倒しを含め、真に推進が必要な戦略的な施策を厳選したも

のであり、要求額に十分配慮した重点的な予算配分を実施すべきものを意味する。  
 

 
３．社会還元加速プロジェクトについて  

社会還元加速プロジェクトとは、総合科学技術会議が司令塔となって、関係府省、官民の連携の下で、近い将来に実証研究段階に

達するいくつかの技術を融合し、実証研究を通して成果の社会還元を加速するプロジェクトである。  
成果の社会還元を加速するという観点から、本プロジェクトには予算措置のみならず、障害となっているシステム改革の内容を含

めるとともに、各省が個別に行っている関連施策の中から、本プロジェクトに真に必要な各省の施策を厳選した。  
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関係府省の科学技術関係施策についての総括的見解 

 

 平 成 ２０年 度 の概 算 要 求 に 対 する資 源 配 分 方 針 の適 用 にあたっては、府 省 ごとのヒアリングを通 じ、科 学 技 術 関 係 施 策 の全 体 像 の

把 握 を重 点 的 に行 った。これを踏 まえて府 省 ごとに総 括 的 な見 解 を付 し、科 学 技 術 政 策 の推 進 すべき方 向 性 を明 確 にする。 

全 般 的 には、省 全 体 の総 合 的 、戦 略 的 な視 点 が少 なく、部 局 ごとの施 策 の寄 せ集 め的 な内 容 が目 立 った。次 回 以 降 は各 府 省 にお

いて プライ オリティ 付 けのさらな る明 確 化 や、これを 基 礎 と して 予 算 編 成 プロセ スへ の的 確 な 反 映 が 必 要 である 。 また、 各 府 省 の所 管 分

野 の 政 策 全 般 に おける 科 学 技 術 の 位 置 付 けに つ いて の 考 え 方 が 明 確 化 さ れて いなか っ た 。 今 後 とも 科 学 技 術 の 利 活 用 によ る 施 策 の

効 率 化 、加 速 化 など、科 学 技 術 振 興 と所 管 分 野 の政 策 推 進 を一 体 的 に行 うことが重 要 である。 

以 下 に、個 別 府 省 の科 学 技 術 関 係 施 策 についての総 括 的 見 解 を述 べる。 

（注 ）科 学 技 術 関 係 予 算 の多 い府 省 から順 に記 載  

 

【文部科学省】 

・基 礎 研 究 を担 う省 と して、将 来 の研 究 の あり方 を示 すグランドビジョンを 作 成 し た上 で、個 別 の 科 学 技 術 政 策 を 推 進 すべき。 特 に、 国

際 競 争 力 強 化 という視 点 での基 礎 研 究 推 進 の在 り方 、地 方 大 学 など地 方 の知 の拠 点 の研 究 能 力 の向 上 策 、基 礎 研 究 とプロジェクト

研 究 のバランスをどのように考 えるか、等 についての考 え方 の整 理 が必 要 。 

・ブレークスルーとなるような挑 戦 的 な新 規 施 策 が乏 しく、今 後 の基 礎 、基 盤 研 究 の推 進 が危 うい。一 層 のハイリスク・フロンティア研 究 の

掘 り起 こしが必 要 。 

・理 数 教 育 から研 究 者 育 成 までの教 育 を含 めた人 材 育 成 、基 礎 研 究 、開 発 研 究 の３つの領 域 の関 係 を明 確 化 した、長 期 的 かつ横 断

的 なビジョン、文 部 科 学 省 としての「あるべき姿 」を描 くべき。 

・研 究 開 発 の担 い手 としての大 学 、共 同 利 用 研 究 機 関 、独 立 行 政 法 人 の役 割 分 担 を明 確 にすべく、さらに具 体 的 に検 討 すべき。 

・多 くの研 究 分 野 が、他 の府 省 の所 管 する業 種 と密 接 に関 連 し、一 方 で文 部 科 学 省 自 体 が産 業 界 と業 行 政 の面 で直 接 繋 がっていな

いことに鑑 み、各 施 策 について関 係 府 省 と 一 層 連 携 するとともに、他 府 省 の取 組 との 重 複 を避 けるために役 割 分 担 を明 確 にす べきで

ある。特 に人 材 育 成 や社 会 還 元 加 速 プロジェクトなどは、経 済 産 業 省 、総 務 省 、厚 生 労 働 省 、国 土 交 通 省 などの業 行 政 担 当 省 庁 や

産 業 界 との連 携 の強 化 が必 要 。 

・資 源 配 分 方 針 に積 極 的 に対 応 していることについて一 定 の評 価 をするが、科 学 技 術 関 係 予 算 の２／３近 くを占 めている省 であることか

ら、 科 学 技 術 関 係 予 算 の 比 率 の増 大 に 向 けた 一 層 の 取 組 が必 要 。 科 学 技 術 外 交 等 の 新 しい取 組 に ついて 、 各 府 省 と 連 携 して 、着

実 に進 めることが必 要 。 

・特 に人 文 ・社 会 科 学 関 係 については、従 来 、他 分 野 との連 携 の視 点 が必 ずしも充 分 でないまま、人 材 育 成 や研 究 が進 められてきてお

り、抜 本 的 な改 革 を促 すために、他 分 野 、特 に自 然 科 学 関 係 との連 携 を強 化 すべき。 
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【経済産業省】 

・経 済 のグ ロ ーバ ル 化 、 環 境 ・エ ネル ギー 制 約 の 下 で 、 我 が 国 が 目 指 すべ き 産 業 構 造 の 姿 を 見 通 し、 そ の ため に どの よう な 産 業 政 策 を

展 開 する必 要 があるかを明 確 にした上 で、個 々の技 術 開 発 施 策 の産 業 政 策 上 の位 置 付 けの明 確 化 を行 うことが必 要 。 

・省 全 体 としての科 学 技 術 施 策 のプライオリティを明 確 化 すべき。施 策 の一 層 の選 択 と集 中 を進 め、他 省 との連 携 施 策 では、経 済 産 業

省 が主 か従 かを鮮 明 にしつつ、積 極 的 に推 進 すべき。 

・我 が国 の国 際 競 争 力 強 化 と国 際 協 力 のバランスを踏 まえ、国 際 的 にオープンなイノベーションを進 めるべき。科 学 技 術 外 交 に関 するさ

らなるプレゼンスについても期 待 する。 

・研 究 開 発 成 果 を社 会 で活 用 するための国 際 標 準 化 に一 層 尽 力 すべき。 

・技 術 開 発 の出 口 の多 くは産 業 界 であり、産 業 界 の多 くを所 管 する経 済 産 業 省 は、研 究 成 果 の着 実 な社 会 還 元 が図 られるよう、科 学

技 術 関 係 予 算 の適 切 なマネジメント、特 に民 で行 うものと官 で行 うものとの切 り分 けの明 確 化 に一 層 尽 力 すべき。 

・エコイノベーションのビジョンについては、環 境 保 全 に資 する技 術 開 発 だけではなく、社 会 システムの改 革 を具 体 化 していくべき。 

・我 が国 産 業 の競 争 力 強 化 、イノベーション創 出 の観 点 から、科 学 技 術 関 係 予 算 比 率 の増 大 に一 層 努 力 すべき。 

 

 

【防衛省】 

・防 衛 省 で の研 究 開 発 の成 果 をスピンオ フして民 間 で活 用 し て いく ことを 促 進 す ると ともに、そ の逆 に、 可 能 な範 囲 については 、オー プン

な研 究 開 発 やアウトソーシングにより技 術 の裾 野 を広 げるべき。 

・技 術 開 発 研 究 では、警 察 庁 、消 防 庁 と、さらに、基 盤 的 研 究 では、文 部 科 学 省 、経 済 産 業 省 、国 土 交 通 省 などとの連 携 が必 要 。 

 

 

【厚生労働省】 

・厚 生 労 働 行 政 における科 学 技 術 政 策 の位 置 付 けを明 確 にし、それに基 づき、省 全 体 として各 研 究 事 業 の重 み付 けを行 うことが必 要 。

特 に臨 床 関 連 研 究 では、医 療 機 関 ・研 究 機 関 等 に おける 臨 床 研 究 の 位 置 付 けの 強 化 、 治 験 の効 率 化 による迅 速 化 が 必 要 であり、

制度改革を引き続き遂行する等、一 層 の省 のイニシアティブが必 要 。 

・厚 生 労 働 科 研 費 については、昨 年 度 の指 摘 を踏 まえた対 応 をしているが、制 度 改 革 の意 見 具 申 が予 算 にどのように反 映 されているの

かが見 えにくく、更 なる努 力 を期 待 。 

・特 に厚 生 労 働 科 研 費 のうち、産 業 化 に向 けた医 薬 品 や医 療 機 器 の開 発 に係 る部 分 については、我が国の医療産業の国 際 競 争 力 強

化 の観 点 から、日 本 の得 意 分 野 への集 中 を図 るべき。 

・厚 生 労 働 省 として取 り組 むべき必 要 な研 究 を、戦 略 的 かつ重 点 的 に実 施 することが必 要 であり、そのため省 内 で調 整 機 能 を強 化 し、
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新 たなテーマに、より積 極 的 に取 り組 むべき。 

・また、研 究 の集 中 化 ・重 点 化 を図 るべきという上 記 考 え方 に沿 って、各 研 究 事 業 の有 機 的 な連 携 を強 化 させるため、競 争 的 資 金 の配

分 機 能 を一 元 化 して行 う体 制 を早 急 かつ具 体 的 に検 討 すべき。 

・さらに、競 争 的 資 金 の公 募 を行 う際 には、厚 生 労 働 省 として戦 略 的 に設 定 した目 標 が達 せられるよう、公 募 テーマとして研 究 の目 的 や

出 口 をできるだけ詳 しく個 別 具 体 的 に示 し、応 募 者 に目 指 す意 図 を明 確 に伝 えるべき。 

・科学技術関係予算の対象施策をこれまで重点的に投入してこなかった分野についても、必要な施策については、思い切った拡大を望む。例えば社

会保障費削減のために、研究開発費の投入分野として治療分野から予防分野へのシフトさせることなどを考慮すべき。 

・科学技術外交についても府省連携の下、着実に進めるべき。 

 

 

【農林水産省】 

・科 学 技 術 予 算 の拡 大 に向 けた積 極 的 な取 組 を評 価 するが、農 林 水 産 省 が担 っている政 策 ミッションにおける科 学 技 術 政 策 の役 割 等

の位 置 付 けの明 確 化 が必 要 。例 えば食 料 関 係 に係 る研 究 開 発 と農 業 政 策 との関 係 は明 確 だが、その他 のものは政 策 との関 係 が不

明 確 。 

・農 林 水 産 省 の科 学 技 術 関 係 予 算 の多 く は研 究 開 発 独 法 が 関 係 しているが、林 業 関 係 、水 産 関 係 、 戦 略 重 点 科 学 技 術 との関 係 な

ど、内 容 の明 確 化 が必 要 。 

・バイオ燃 料 等 バイオマス及 びＧＭＯの利 用 については、農 業 政 策 としてだけでなく、利 活 用 や社 会 制 度 の改 革 などに密 接 に関 係 してい

る。関 係 省 庁 との連 携 や役 割 分 担 など全 体 像 を踏 まえた展 開 が必 要 。 

・世 界 でもトップレベルの育 種 技 術 を、海 外 展 開 をも視 野 に入 れた、産 業 化 にどのようにつなげていくのか、より具 体 的 な戦 略 が必 要 。民

間 企 業 との一 層 の連 携 強 化 も必 要 。 

 

 

【国土交通省】 

・国 土 交 通 省 が 策 定 中 の 総 合 的 ビジ ョ ン である 次 期 技 術 基 本 計 画 に 、 第 ３期 科 学 技 術 基 本 計 画 及 び イノ ベー シ ョン２ ５の 考 え 方 を 反

映 し、個 々の科 学 技 術 政 策 の推 進 を図 るべき。 

・少 子 高 齢 化 という新 たな社 会 環 境 における住 宅 問 題 解 決 のために、新 技 術 開 発 の促 進 を図 るべき。 

・新 技 術 情 報 提 供 システム（ＮＥＴ ＩＳ）を中 心 とする新 技 術 の公 共 事 業 への導 入 システムは、新 技 術 の極 めて迅 速 な実 用 化 を目 指 すも

のであり、その成 果 が十 分 に現 れるよう取 り組 むべき。 

・担 当 分 野 が多 岐 に亘 るため、縦 割 り分 野 の統 合 を含 めつつ、省 内 の科 学 技 術 関 係 施 策 の全 体 ビジョンを策 定 していくとともに、省 内

での施 策 のプライオリティの明 確 化 が必 要 。 
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・イノベーション推 進 のための共 通 基 盤 の構 築 を進 めることは重 要 であるが、共 通 基 盤 に関 係 する府 省 は幅 広 く、それぞれに特 化 してい

る。他 府 省 と連 携 した取 組 を概 算 要 求 の段 階 から進 めていくべき。 

・国 民 の安 全 ・安 心 と直 結 する建 築 や公 共 事 業 といった、極 めて裾 野 が広 く、科 学 技 術 と密 接 な係 わりを有 する業 種 を所 管 しているの

で、予 算 面 を始 めとする科 学 技 術 分 野 への一 層 の貢 献 が必 要 。 

・環 境 分 野 （特 に水 分 野 ）、及 び防 災 分 野 における世 界 トップレベルの先 進 技 術 の蓄 積 と、国 連 機 関 を含 めた国 際 協 力 などへの実 績 を

踏 まえ、当 該 分 野 での科 学 技 術 外 交 へのリーダーシップを発 揮 すべき。 

 

 

【総務省】 

・世 界 規 模 で展 開 の早 いＩＣＴ科 学 技 術 がいかに国 民 生 活 を向 上 させていくか、国 民 が夢 を描 けるように姿 を示 すべき。特 に、地 域 に対

する取 組 についても一 層 推 進 すべき。 

・国 際 的 に 科 学 技 術 の競 争 が 極 めて厳 し い分 野 であ り、適 正 な ベン チマー クと柔 軟 な 科 学 技 術 政 策 の 遂 行 が肝 要 。 研 究 開 発 の成 果

を社 会 で活 用 するためには国 際 標 準 化 が必 要 であるが、特 に総 務 省 が担 当 するＩＣＴ分 野 において特 に重 要 であることから、各 研 究 開

発 施 策 の中 に明 確 に位 置 づけることが必 要 。 

・またその際 、国 際 標 準 化 に携 わる人 間 が的 確 に評 価 される構 造 が必 要 。国 際 標 準 化 活 動 におけるポジションをさらに高 める努 力 をす

べき。 

・民 間 の手 が届 かない、次 々世 代 のネットワークなど、一 層 のハイリスク・フロンティア研 究 を推 進 すべき。 

 

 

【環境省】 

・環 境 保 全 だけでなく環 境 再 生 にも積 極 的 に取 り組 むべき。また、日 本 が世 界 をリードできる分 野 や社 会 的 ニーズの高 い分 野 に集 中 す

べき。 

・国 際 情 勢 にも 鑑 み 、 制 度 の 調 査 な どを 含 む人 文 社 会 分 野 の 調 査 研 究 に 力 を 入 れ て 、 科 学 技 術 を 環 境 問 題 解 決 に 活 か す 方 法 を明

確 にし、効 果 を上 げることも重 要 。 

・施 策 の省 内 でのプライオリティを明 確 にすべき。 

・環 境 対 策 は各 省 との連 携 が必 須 であり、「２１世 紀 環 境 立 国 戦 略 」などの基 本 政 策 に沿 った科 学 技 術 対 策 が行 われるよう、競 争 的 資

金 の活 用 など予 算 の使 い方 も含 めて各 府 省 との連 携 を一 層 強 化 していくことが必 要 。 
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【内閣府】 

・各 省 との連 携 を強 化 しつつ、沖 縄 大 学 院 大 学 、Ｇ８等 の国 際 会 議 対 応 等 、個 別 具 体 的 施 策 を推 進 することが必 要 。 

 

 

【警察庁】 

・安 全 ・安 心 についての国 民 の関 心 が高 まっている中 で、警 察 庁 の研 究 開 発 は、科 学 技 術 の成 果 を直 接 的 に活 かせる国 民 に分 かり易

い分 野 であり、防 犯 分 野 への積 極 的 な展 開 などによる科 学 技 術 関 係 予 算 比 率 の増 大 が必 要 。 

 

 

【外務省】 

・科 学 技 術 外 交 の推 進 に積 極 的 に対 応 していることを評 価 しており、今 後 も省 の経 験 ・情 報 等 を活 かした対 応 を期 待 。 

・在 外 公 館 における科 学 技 術 に通 暁 した人 材 の駐 在 や研 究 機 関 の海 外 事 務 所 等 とのネットワーク化 などによる科 学 技 術 外 交 機 能 の

増 強 が必 要 。 

・外 交 の 窓 口 と して 、 日 本 の 強 みが 活 か せる 分 野 を 踏 ま え た科 学 技 術 外 交 を 実 施 し 、 他 国 との 差 別 化 を 図 りつ つ、 各 府 省 連 携 し た 長

期 的 視 点 に立 ち、実 効 的 な対 応 をすべき。 


